
80 水道用水の変動供給に関する一考察

1．は じ め に

埼玉県では，高度経済成長期以降の急激な人口の増
加と生活水準の向上に伴う水需要の増加に対応するた
め，河川表流水を浄水処理し市町村等の水道事業者へ
送水する水道用水供給事業（県営水道）を行っている。
埼玉県においても今後は人口減少に伴う水需要の減少
が見込まれており，水道事業，用水供給事業が連携し
て水道施設の有効活用を図り県全体での施設規模の最
適化（ダウンサイジング）および水資源の効率的活用
を進めていくことが課題となっている。県営水道は県
全体給水量の約 8割を占めており，市町等受水団体に
対する現行の定量供給体制からできる限り柔軟な変動
供給に変更することが，県全体の施設規模の最適化に
有効であると考えている。そこで数理最適化，統計解
析等の技術を活用し，浄水処理への影響は最小化しつ
つ既存の送水施設を効率的に運用する用水変動供給制
度1）の可能性調査を行った。用水変動供給の可能性調
査においては，受水団体の水需要を満たすかどうかの
水量の評価，受水団体浄配水場まで用水が届くかどう
かの圧力の評価，および十分な残塩濃度が確保できる
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概 要

将来の人口減少に伴う水需要の減少が見込まれる埼玉県では，県全体での水道施設規模の最適化
（ダウンサイジング）が課題であり，浄水処理への影響は最小化しつつ既存の送水施設を効率的に
運用する変動供給制度の検討を進めている。本報告では，変動供給時の県浄水場からの送水量や受
水団体浄配水場の自己水量，受水量等を計画する水運用計画技術をベースとする用水変動供給方式
を示し，本方式を埼玉県実証地域に適用したときの変動供給の実現可能性，ダウンサイジング効果，
およびシミュレーション評価結果について述べる。
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かどうかの水質の評価などが必要になるが，本報告で
は特に重要な水量管理について検討を行った。
用水変動供給による受水団体浄水場の自己水量（地
下水取水量），受水量等の変化イメージを Fig. 1に示
す。現在の受水団体浄配水場では，県営水道からの受
水量が月毎に定量であるため，日々変動する水需要量
（配水量）に合わせて自己水取水量の調整を行ってい
る。用水変動供給では，受水団体の配水池をバッファ
として，県営水道からの各受水団体浄配水場への受水
量の調整を行うことにより自己水取水量の変動を抑え，
自己水取水設備の最適化を図ろうとするものである。
受水団体としても更新を迎える自己水取水設備のダウ
ンサイジングが可能となり，投資コストや維持管理コ
ストの削減が可能となる。本報告では，変動供給時の
県浄水場からの送水量や受水団体浄配水場の自己水量，
受水量等を計画する用水変動供給方式を示し，本方式
を埼玉県実証地域に適用したときの変動供給の実現可
能性，自己水取水設備のダウンサイジング効果，およ
び変動供給時の県水送水量，受水量等のシミュレー
ション評価結果について述べる。










